
（平成２１年２月２５日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 5 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 4 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 5 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 3 件

年金記録確認山口地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



 

山口国民年金 事案 420 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 56 年４月から 60 年１月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 33 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： 昭和 56 年４月から 60 年１月まで 

    私は、社会保険事務所に申立期間について国民年金保険料の納付記録

を照会したところ、加入及び納付の事実が確認できない旨の回答を受

けた。 

昭和 56 年４月、Ａ市に帰郷し、同市役所で国民年金の加入手続を行

い、保険料は同市Ｂ市民センターで納付していた。また、運転免許を

取得した 56 年８月からは、近くの銀行で納付していたことを記憶して

おり、国民年金保険料の納付記録が無いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 56 年４月、Ａ市に帰郷し、同市役所に転入届を提出し

た際、国民年金担当窓口に案内され、加入手続を行ったとしており、国民

年金への加入当時の状況を具体的かつ鮮明に記憶している。 

   また、国民年金保険料の納付について、加入当初はＡ市Ｂ市民センター

で納付していたが、運転免許を取得した昭和 56 年８月以降は同市内のＣ

バス停前の銀行で納付したとしており、当時、同市Ｂ市民センターは申立

人宅の近くにあり、銀行も申立てどおりの場所に所在していたことが確認

できるとともに、いずれの機関とも国民年金保険料の収納業務を行ってい

たことから、申立内容の信憑性
しんぴょうせい

は高い。 

   さらに、申立人は、Ａ市から国民年金保険料納付の督促通知が自宅に来

ていたとしており、当時同居していた申立人の母は、「娘に市から保険料

納付の督促通知があり、納付するよう勧めた記憶がある。」と証言するな

ど、申立人の申立内容と一致する上、申立人の父は共済組合員であるなど、



 

申立期間当時、申立人以外に家族で国民年金保険料の督促状の対象者がい

ないことを踏まえると、申立人は、Ａ市で国民年金に加入し、保険料を納

付していたものと推測される。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



山口厚生年金 事案 296 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 29 年９月から 31 年５月までに係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる

ことから、申立人のＡ病院における資格取得日に係る記録を昭和 29 年９

月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を１万 4,000 円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29 年８月 26 日から 31 年６月 20 日まで 

昭和 29 年８月にＡ病院に就職した。当初より毎月の給与から社会保

険料、失業保険料、その他の税は控除されており、当然適切に手続さ

れていると信じていたのに、厚生年金保険被保険者資格取得日が 31 年

６月 20 日となっていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  Ａ病院が保管する職員履歴表及び退職手当支給台帳によると、申立人の

採用年月日は昭和 29 年９月１日であることが確認でき、職員履歴表の健

康保険及び厚生年金保険の記録欄からは、被保険者資格取得日が 29 年９

月１日であることが確認できる。 

一方、当該病院に昭和 29 年７月 27 日に採用された同僚は、社会保険庁

の記録では、30 年９月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得したこと

になっているが、当該同僚が給与支給状況を記録しているノートによると、

29 年８月分の給与において厚生年金保険料控除の記載が確認できる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が当該病院に継続して勤務し、申立期間のうち、昭和 29 年９月か

ら 31 年５月までに係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められる。 



また、申立期間の標準報酬月額については、当該病院において申立人

と同じ診療科勤務であった申立人より３歳年上である同僚の標準報酬月

額が昭和 28 年 11 月から 32 年７月まで変動していないことから、申立人

に係る 31 年６月の標準報酬月額の１万 4,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

複数の従業員について、本来の被保険者資格取得日と異なる年月日を取

得日とする届出が行われたことが疑われる上、事業主に照会したところ

「当時を知る者がおらず、届出書類等も残っていないため詳細は不明で

あるが、申立人の主張どおりの届出は無かったと思われる。」との回答

があり、事業主が厚生年金保険の手続について誤りを認めていることか

ら、当該社会保険事務所の記録どおりの届出が事業主から行われ、その

結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 29 年９月から 31 年５月ま

での保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入

の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合

又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期

間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



山口厚生年金 事案 297 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ病院における資格取得日

に係る記録を昭和 29 年９月１日に訂正し、標準報酬月額を同年９月から

30 年２月までは 6,000 円、同年３月から同年８月までは 9,000 円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29 年９月１日から 30 年９月１日まで 

昭和 29 年７月にＡ病院への採用が決まり、Ｂ有限会社に籍があるま

まの状態で同年７月 27 日に就職した。その後、同年８月末でＢ有限会

社を正式に退職した。 

Ａ病院での給与支給状況をノートに記録しており、毎月の給与から

社会保険料、失業保険料、その他の税を控除されていたことが分かる

ので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人が所持する就職から退職までの給与支給状況を記録したノート、

Ａ病院が保管する職員履歴表及び雇用保険の資格記録から、申立人が申立

期間において同病院に継続して勤務し、申立期間の厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人が当時の給与支給

状況を記録したノートに記載されている厚生年金保険料控除額から、昭

和 29 年９月から 30 年２月までは 6,000 円、同年３月から同年８月まで

は 9,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

複数の従業員について、本来の被保険者資格取得日と異なる年月日を取



得日とする届出が行われたことが疑われる上、事業主に照会したところ

「当時を知る者がおらず、届出書類等も残っていないため詳細は不明で

あるが、申立人の主張どおりの届出は無かったと思われる。」との回答

があり、事業主が厚生年金保険の手続について誤りを認めていることか

ら、当該社会保険事務所の記録どおりの届出が事業主から行われ、その

結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 29 年９月から 30 年８月ま

での保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入

の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合

又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期

間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



山口厚生年金 事案 299 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人の株式会社Ａ組Ｂ営業所におけ

る、資格取得日に係る記録を昭和 32 年４月１日に訂正し、申立期間の標

準報酬月額を 7,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32 年４月１日から同年７月９日まで 

平成 19 年７月 26 日ころ、Ｃ社会保険事務所から期間照会について

の回答があり、株式会社Ａ組Ｂ営業所での資格取得年月日が昭和 32 年

７月 10 日となっているが、私は社長の命により同営業所に春先赴任し

た。当時は、歓迎会をしてもらい綺麗な景色の中でスタートしたこと

を覚えており、申立期間の厚生年金保険の記録が欠落することは考え

られないので、年金記録を認めて欲しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  株式会社Ａ組本社から、「申立期間の人事記録及び社内異動履歴等の関

係資料は残っていない。」との回答を得た上、同社役員は「申立期間当時

は本社からＢ営業所への転勤は無かった。」と証言している。 

  しかし、当時の同僚に確認したところ、「当時は学校などの建設ラッシ

ュで現場監督が必要であり、本社からＢ営業所に転勤した者もいた。」と

の証言が得られ、社会保険事務所が保管する本社とＢ営業所の健康保険厚

生年金保険被保険者名簿を突合した結果、申立人と同様に本社からＢ営業

所に転勤した者は、申立人を含めて３人いたことが確認できた。 

また、社会保険事務所が保管するＢ営業所の健康保険厚生年金保険被保

険者名簿により、申立人と同一日に厚生年金保険の資格を取得している者

から聴取したところ「申立人に呼ばれて本社からＢ営業所に転勤した。」



との証言があり、当該同僚がＢ営業所に転勤した少なくとも昭和 32 年７

月 10 日以前から、申立人がＢ営業所に勤務していたことが推認でき、申

立人の本社からＢ営業所への勤務は継続しており、同一事業所における転

勤であったと考えられる。 

これらを総合的に判断すると、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

申立期間の標準報酬月額については、昭和 32 年７月 10 日の資格取得

時が 7,000 円であることから、7,000 円とすることが妥当である。 

  なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び

周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

 また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を行ったか否かに

ついては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行っ

たとは認められない。 



山口厚生年金 事案 302 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： 昭和 45 年３月１日から 48 年 10 月１日まで 

私は、社会保険事務所に申立期間について脱退手当金の支給記録を

照会したところ、支給済みとの回答を受けた。 

Ａ株式会社を昭和 48 年 10 月１日に退職したが、脱退手当金を受給

した記憶は無く、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間と認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間の脱退手当金は、Ａ株式会社における厚生年金保険資格喪失日

から支給決定まで約１年４か月を要している上、当時の同僚のうち脱退手

当金の受給資格者 11 名のうち支給記録が確認できたのは３名であること

から、事業主による代理請求は考え難い。 

また、脱退手当金を支給する場合、本来、過去のすべての厚生年金保険

被保険者期間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間後の被保険

者期間についてはその計算の基礎とされておらず、未請求となっていると

ころ、申立人が２回の被保険者期間のうち、申立期間のみを請求し、支給

決定日により近い被保険者期間を失念するとは考え難い。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 

 



山口国民年金 事案 419 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 56 年２月から同年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： 昭和 56 年２月から同年 12 月まで 

 私は、昭和 56 年２月にＡ信用金庫を退職後国民年金に加入し、国民

年金保険料は、Ｂ銀行又はＡ信用金庫において口座振替の手続を行って

納付していたと記憶している。 

 関係資料は残っていないが、国民年金に加入すべき期間はすべて加入

して国民年金保険料を納付しており、申立期間について、国民年金の未

加入期間となっているのは納得できない。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人が国民年金の加入手続及び国民年金保険料の

納付を行っていたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、

国民年金保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

また、申立人は、申立期間の国民年金保険料について、金融機関におい

て口座振替によって納付していたと申し立てているが、Ｃ市は「Ｃ市にお

いて国民年金保険料を口座振替により納付することが可能となったのは昭

和 57 年度以降である。」と回答している上、申立期間は国民年金の未加

入期間であり、制度上国民年金保険料の納付はできない期間であることか

ら、申立内容は不合理である。 

さらに、申立人は、申立期間における国民年金の加入手続及び国民年金

保険料の納付に係る記憶が曖昧
あいまい

であり、申立期間当時、申立人と同居して

いた申立人の兄及び兄嫁は既に他界しているなど関係者の証言も得られな

かったことから、申立期間の国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納

付に関する具体的な状況等が不明である。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 



山口国民年金 事案 421 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 39 年４月から 40 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： 昭和 39 年４月から 40 年３月まで 

    私は、社会保険事務所に申立期間について国民年金保険料の納付記録

を照会したところ、納付事実が確認できない旨の回答を受けた。 

昭和 38 年８月、夫の扶養となったので、国民年金保険料は２年近く

納付しなかったが、自治会長から保険料を納付するよう言われ、１年

間分を 41 年に自治会に納付した。国民年金手帳を見ると昭和 39 年度

に納付済みの検認印があるので、保険料を納付していたことを認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持している申立期間当時の国民年金手帳の国民年金印紙検認

記録欄には、申立期間である昭和 39 年度に検認印が押されているものの、

その日付は、「昭和 41 年１月 31 日」と「昭和 41 年３月 28 日」で、割印

も「昭和 41 年３月 28 日」と判読でき、現年度保険料を取り扱う自治会で

保険料を納付したとしている申立人の主張を踏まえると、過年度納付とな

る 39 年度の検認記録は不自然である。 

一方、国民年金手帳の昭和 40 年度の国民年金印紙検認記録欄には検認

印は全く無いが、申立人に係る社会保険庁の国民年金被保険者台帳及び当

時のＡ町(現在は、Ｂ市)の国民年金被保険者名簿には、国民年金保険料は

39 年度は未納、40 年度は完納と記録されており、社会保険庁及びＡ町が

共に記録を誤ったとは考え難く、Ａ町が、本来、国民年金手帳の 40 年度

分の国民年金印紙検認記録欄に検印すべきところを 39 年度に誤って検印



したと推認するのが自然である。 

  これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したものと認めるこ

とはできない。 

 



山口厚生年金 事案 298 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 54 年４月１日から同年７月 20 日まで 

② 昭和 54 年８月 14 日から 55 年９月 21 日まで 

③ 昭和 55 年９月 23 日から 56 年３月 31 日まで 

④ 昭和 56 年４月５日から 57 年３月 31 日まで 

 私は、申立期間について、申立期間①はＡ小学校、申立期間②はＢ小学

校、申立期間③はＣ小学校、申立期間④はＤ小学校に産休等の代替教員と

して勤務していた。 

 給与明細書等は持っておらず、控除されていた厚生年金保険料の額も記

憶していないが、申立期間について、私は人事異動通知書、教職員名簿等

のとおり勤務しており、健康保険証の交付も受けていたと思うので厚生年

金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持する人事異動通知書、複数の同僚の証言等から、申立期間に

ついて、申立人が申立ての小学校に勤務していたことは推認できる。しかし、

申立人の厚生年金保険料の控除について、関係書類は既に廃棄されているた

め確認することができず、当時の事業主であるＥ教育事務所は、「厚生年金

保険の加入手続及び保険料の控除に係る事務は各小学校では行っていなかっ

た。」と証言している上、そのほかの同僚も保険料控除についての記憶は無

いとしていることから、事業主によって申立人の給与から厚生年金保険料が

控除されていたとは考え難い。 

また、昭和 54 年度から 56 年度までの期間にＥ教育事務所管内の小学校に

おいて申立人と同様の勤務形態であったと推測される 28 人の厚生年金保険の

加入状況をみると、25 人が当該事務所における厚生年金保険の被保険者とな



っていなかったことが確認できる上、当該事務所に勤務していた職員は「申

立期間当時、２か月以上勤務する臨時的任用教員の厚生年金保険加入の取扱

いについては、希望者のみを加入させており、社会保険事務所の指導により

対象者全員を加入させるようになったのは昭和 60 年代に入ってからであ

る。」と証言していることから、申立期間当時、当該事務所においては、す

べての臨時的任用教員を厚生年金保険に加入させていたわけではなかったこ

とがうかがえる。 

さらに、社会保険事務所が保管するＥ教育事務所の健康保険厚生年金保険

被保険者原票に申立人の記録は無く、申立期間について、健康保険整理番号

に欠番も無いことから、申立人の記録が欠落したとは考え難い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



山口厚生年金 事案 300 

 

第１ 委員会の結論 

  申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 41 年７月から同年９月まで 

昭和 41 年７月から同年９月頃までＡ株式会社に勤務していたが、厚生年

金保険の記録が無い。厚生年金保険に加入させることが、入社に際しての

同社社長との約束であり、給与明細書にも厚生年金保険料の控除額が記入

されていたのを覚えている。記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間において、Ａ株式会社で雇用保険に加入していること

から、同社に勤務していたことは確認できるが、申立人が入社したとしてい

る昭和 41 年に同社の厚生年金保険に加入し、雇用保険への加入記録のある

５名のうち、雇用保険被保険者資格取得日と同一日に厚生年金保険被保険者

資格を取得している者は１名のみで、他の４名は、雇用保険加入後１か月か

ら４か月後に厚生年金保険被保険者資格を取得しており、当時同社では、入

社から数か月経過後に厚生年金保険に加入させる取扱いをしていたことがう

かがわれる。 

また、社会保険事務所の保管する健康保険厚生年金保険被保険者原票では、

申立期間における申立人の氏名は記録されておらず、同原票において健康保

険の整理番号に欠番が見られないことから、申立人の記録が欠落したものと

は考え難い。 

さらに、申立期間当時の事務担当者は、「申立人がＡ株式会社に在籍して

いたか否か、はっきり覚えていない。」と証言しており、申立人の厚生年金

保険の加入について明確な証言を得ることはできなかった。 

このほか、申立に係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら



ない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



山口厚生年金 事案 301    

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： ① 昭和 40 年５月から同年８月 31 日まで 

② 昭和 42 年５月から同年７月 31 日まで 

③ 昭和 55 年８月から 56 年１月 31 日まで 

    私は、社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申

立期間の加入記録が確認できない旨の回答を受けた。 

①の期間は有限会社Ａ、②の期間は有限会社Ｂ及び③の期間はＣ有限会

社で正社員として勤務していた。これらの会社で働いていたことを証明す

る資料等は無いが、厚生年金保険の被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、申立期間当時の有限会社Ａの事業主は他界して証

言は得られなかったが、申立期間当時における同事業主の家族構成等を承知

していることなどから、申立人が同社に勤務していたことは推測される。 

しかしながら、社会保険事務所の記録によれば、同社が厚生年金保険の適

用事業所となったのは昭和 43 年４月１日であることが確認でき、元事業主

の親族からは、「当初は個人事業所であった。厚生年金保険に加入したのは

法人となったころと記憶している。」旨の供述が得られたことから、申立人

が申立期間において、厚生年金保険に加入していたとは考え難い。 

申立期間②については、有限会社Ｂは昭和 58 年 11 月１日に廃業しており

詳細は不明であるが、申立期間当時の同僚の証言から、申立人が同社に勤務

していたことはうかがえる。 

しかしながら、同社の親会社の事務担当者は、「当時は、すべて正社員で

はなく、日雇い的な従業員もいた。」旨の供述がある上、社会保険所事務所

が保管する同社に係る厚生年金保険被保険者原票に申立人の名前は無く、同

原票に欠番も見られない上、雇用保険の加入記録も無いことから、申立人は

厚生年金保険に加入していなかったと推測される。 



申立期間③については、申立人は、「Ｄ市にあったＣ有限会社で重機のオ

ペレータとして勤務していた。」と主張しているが、同社は厚生年金保険の

適用事業所として見当たらず、Ｄ市の商工会議所等においても該当事業所を

把握できない上、同社と類似の商号の有限会社Ｅの厚生年金保険被保険者原

票にも申立人の名前を確認できないなど、申立人の主張を確認することはで

きない。 

   このほか、申立人の申立期間①、②及び③の期間における厚生年金保険料

の控除について確認できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


